
償還期日の変更に関する合意書

　

　

　

　

　

　

　　

　　　　　　

　

　　　　　

　
　

　　　　　　

ｏｋｕｒａＨｏｌｄｉｎｇｓＬｉｍｉｔｅｄ（以下「本件社債引受人」 という。）、株式会社しんわ （以下「発

　　　　　

行会社」 という。） 及び株式会社エバーグローリー・キャ ピタル （以下
「保証人」 という。）

　　　　　

は、 本件社債引受人、 発行会社及び保証人が２０１８年７月 ２６日付で締結した社債引受契約

　　　　　

書 （以下 「社債引受契約書」 という。） に基づき発行会社が発行し、 本件社債引受人が引き

　　　　　

受けた株式会社しんわ第１回無担保普通社債（一括譲渡制限付少人数私募）（以下「本社債」

　　　　　

という。） の償還期日の変更について、次のとおり合意書（以下「本合意書」 という。）を締

　　　　

結 す る。

　　　　　　

本合意書における用語は、本合意書において別段の定めがある場合を除き、社－債引受契約

　　　　　

書及び別添１の「株式会社しんわ第１回無担保普通社債（一括譲渡制限付少人数私募）募集

　　　　　

要項」（本件社債引受人、 発行会社及び保証人が２０２１年７月３０日付で締結した償還期日及

　　　　　

び利率の変更に関する合意書に基づく各変更を含む。 以下 「募集要項」 という。） に定める

　　　　

意味を有するものとする。

第１条（償還期日の延期）

募集要項第７項第①号の定めにかかわらず、 本社債の計１０口 （１口５０００万円）、

総額５億円につき、 償還期日を２０２７年７月３１日 （以下 「延期後償還期日」 とい

う。） に変更し、 本社債の元金は延期後償還期日に全額償還するものとする。 延期

後償還期日が銀行休業日に当たるときは、 償還期日は前銀行営業日にこれを繰り

上げる。

第２条（確認事項）

１．

　　　

本合意書の当事者は、 本合意書第１条に定めた事項を除き、 本社債の内容は変更

されないことを確認する。

２，

　　　

本合意書の当事者は、 本合意書第１条に定めた事項を反映した後の本社債の内容

　　　

は、 別添２の「株式会社しんわ第１回無担保普通社債（一括譲渡制限付少人数私

　　　

募） 募集要項」 の記載のとおりであることを確認する。

３．

　　

本合意書の当事者は、発行会社が本合意書の案を本件社債引受人に提示することを

　　　

もって本件事項について会社法第７３５条の２第１項に基づく提案を行ったことを

　　　

確認し、本件社債引受人は、本合意書の締結をもって本件事項について同項に基づ

　　　

き同意する。

第３条 （一般規定）

１．

　　

準拠法及び合意管轄



本合意書の準拠法は日本法とし、本合意書に関して発生する紛争については、東京

地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
三証

本合意書は日本語で作成し、 これを正本とする。

協議事項

本合意書に定めのない事項又は本合意書の解釈に関し当事者間に疑義が発生した

場合には、本件社債引受人及び発行会社は、協議を行い、その対応を決定する。

（以下余白）



本合意書締結の証として本書３通を作成し、本件社債引受人、発行会社及び保証人がそれ

ぞれ記名押印の上、 各自１通を保有するものとする。

２０２４年 ７月ヲ夕日

　　　　　　　　　　　　　　

本 件 社債 引 受 人：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１１／Ｆ， Ａｄｍｉｒａｌｔｙ Ｃｅｎｔｒｅ Ｔｏｗｅｒ 工１， １８ ＨａｒｃｏｕｒｔＲｏａｄ，

Ａｄｍｉｒａｌｔｙ， Ｈｏｎｇ

　

Ｋｏｎｇ

ｏｋｕｒａ

　

Ｈｏｌｄｌｎｇｓ

　

Ｌｉ．ｍｉｔ

Ｋａｔｓｕｙａ

　

Ｙａｍａｍｏｔｏ

Ｃｈｌｅｆ

　

Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅ

　

ｏｆｆｌｅｅｒ， Ｃｈａｉｒｍａｎ

発行会社：

福岡県福岡市博多区中呉服町６番１０号

株式会社しんわ

　　　　　　　

≦

代表取締役

　

田中

保証人：

東京都千代田区丸の内二丁目、２番１号

　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　

　　

　

　

　　　

　
株式会社エバ←グロドサキ諸キャピタル

　　　　　　　　　　　　　

　

　

　　　　　　　　

　　

　

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

　

　　

　

　

　

　

　　

　　

　　　　
代表取締役 田中

　

カゾヨー

　

ノ



別添１

「株式会社しんわ第１回無担保普通社債（一括譲渡制限付少人数私募）募集要項」

（変更前）

添付のとおり。



株式会社しんわ第１回無担保普通社債（一括譲渡制限付少人数私募）募集要項

１． 社債募集総額

２． 社債の種類

３． 社債の金額

４． 社債の利率

６．

５． 発行金額

償還金額

社債償還の方法

８． 利息の支払い方法及び期間

９． 遅延損害金

金

　

５億円

無担保普通社債。 だたし、 債券不発行。

額面金５０，０００，０００円

発行日の翌日 （同日を含む。） から２０２１年７月３１日

（同日を含む。） までは年３．００％とし、２０２１年７月３１

日の翌日（同日を含む。）から償還期日（同日を含む。）

までは年４．００％とする。

額面５０，０００，０００円につき金５０，０００，０００円

額面５０，０００，０００円につき金５０，０００，０００円

①

　

本社債の元金は２０２４年７月３１日（以下「償還期

　

日」 という。） に全額償還する。 当該日が銀行休業

　

日に当たるときは、 償還期日は前銀行営業日にこれ

　

を繰り上げる。

②

　

当社は発行日の翌日以降何時でも本社債元金に経過

　

利息を付して本社債を買入消却することができる。

利息は発行日 （２０１８年７月２６日） の翌日

　

０司日を含

む。） から償還期日までこれをつけ、 毎年１２月２０日及

び６月２０日の年２回並びに償還期日に、 直前の利払日

の翌日 （第１回の利払日については、 発行日の翌日）

（同日を含む。） から当該利払日 （最終回については償

還期日）（同日を含む。）までの経過分（１年を３６５日と

し、 実日数にて計算する。） を支払う。 当該利払日が銀

行休業日に当たるときは、当該利払日は前銀行営業日に

これを繰り上げ、当該繰り上げ後の利払日（同日を含

む。） までの利息をつける。 また、 上記の期間に満たざ

る期間の経過利息を支払う場合も同様に経過分の実日数

をもって計算する。 ある社債権者に支払う利息の計算に

おいて、 合計額に１円未満の端数があるときは、 これを

切り捨てる。

発行会社は、本社債の元金、利息その他金銭の支払義務

の履行を怠ったときは、 その未払額に加えて、 各利払期

日又は償還期日の翌日（同日を含む。）から当該未払額



の完済日 （同日を含む。） までの期間につき、 年６．０％の

遅延損害金を社債権者に対して支払う。 なお、 遅延損害

金は１年を３６５日とし、 実日数にて計算し、 合計額に１

円未満の端数があるときは、 これを切り捨てる。

発行会社は、 以下の事由が発生した場合には、 社債権者

からの通知又は催告なく、 本社債の全額につき当然に期

限の利益を喪失する。

　

（１）発行会社が、支払不能、 支払停止若しくは債務超

　　

過に陥り、 又は手形交換所の取引停止処分を受け

　　

たとき。

　

（２） 発行会社につき、 法的整理手続の開始の申立てが

　　

あったとき。

　

（３） 発行会社の有する預金その他の資産について差

　　

押、公租・公課の滞納処分、又は競売手続が開始し

　　

た とき。

　

（４） 発行会社の有する預金その他の資産について仮差

　　

押、 仮処分、 又は保全差押が開始され、２０営業日

　　

以内に解消しないとき。

　

（５） 発行会社につき、 私的整理の開始に係る一部若し

　　

くは全部の債権者に対する通知が発送された場

　　

合、 事業の閉鎖が行われた場合、 又は解散を決定

　　

する株主総会決議若しくは裁判所の判決・命令が

　　

なされたとき。

　

（６） 発行会社に本契約上、 重大な違反があったとき。

（７）発行会社が、各利払期日その他本要項に基づき金

　　

銭の支払を行うべき日における本社債に係る元利

　　

金の支払その他金銭債務の履行を怠り、１０営業日

　　

以内にかかる義務が履行されないとき。

社債権者は、 償還期日前に所有する社債を解約換金する

ことができない。

社債権者は、 満期前に所有する全部を一括して譲渡する

以外の方法によって譲渡することは禁止されている。

１０．期限の利益喪失事由

１１．中途解約

１２．第三者譲渡の方法及び譲渡制限

１３．払 込期 日

　　　　　　　　　　　　　　　　

２０１８ 年７月２６

　

日



１４．振込銀行

　　　　　　　　　　　　　　　

三井住友銀行

　

新橋支店（２１６）

普通預金

　

口座番号 ２１７７２１７

口座名義人 株式会社しんわ

１５．申込み取扱い場所

　　　　　　　　　　　

福岡県福岡市中央区天神一丁目１４番１６号

福岡三栄ビル４階

株式会社 しんわ

１６．社債管理者

　　　　　　　　　　　　　　

本社債は、 会社法 （平成１７年法律第８６号。 その後の改

　　　　　　　　　　　　　　　　　

正 を含 む。） 第 ７０２ 条ただし書の要件を充たすものであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

り、本社債の管理を行う社債管理者は設置されていない。

１７．有価証券届出の免除

　　　　　　　　　　

本社債の発行に係る取得の申込みの勧誘が金融商品取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　

法第２条第３項第２号ハに規定する少人数向け勧誘に

　　　　　　　　　　　　　　　　　

該当することにより、 本社債の取得の申込みの勧誘に関

　　　　　　　　　　　　　　　　　

し、 金融商品取引法第４条第１項の規定による届出は行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

わ れて いな い。

１８．本社債を譲渡する際の告知義務

　　　　　

本社債を取得した者が、 その取得した本社債を他の者に

　　　　　　　　　　　　　　　　　

譲渡する場合には、当該他の者に対して、以下（１）及び（２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

に掲げる事項を告知 し、 当該告知事項を記載した書面を

　　　　　　　　　　　　　　　　　

予 め 又 は同 時 に交 付 する ものと す る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）本社債の発行に係る取得の申込みの勧誘に関して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

は、金融商品取引法第２条第３頂第２号ハに該当す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ることにより金融商品取引法第４条第１項による届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

出が行 わ れてい な いこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２） 本社債は、 社債権者が満期前に所有する全部を－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

括して譲渡する以外の方法によって譲渡すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

が禁止 さ れて い る こと。

１９．保証

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

保証人は、 本社債に係る債務の支払を保証する。



別添２

「株式会社しんわ第１回無担保普通社債（一括譲渡制限付少人数私募）募集要項」

（変更後）

添付のとおり。



株式会社しんわ第１回無担保普通社債（一括譲渡制限付少人数私募）募集要項

１．社債募集総額

２．社債の種類

３．社債の金額

４．社債の利率

５．発行金額

６．償還金額

７．社債償還の方法

８ネーｊ息の支払い方法及び期間

９．遅延損害金

金

　

５億円

無担保普通社債。 だたし、 債券不発行。

額面金５０，０００，０００円

発行日の翌日 （同日を含む。） から２０２１年７月３１日

（同日を含む。） までは年３．００％とし、２０２１年７月３１

日の翌日（同日を含む。）から償還期日（同日を含む。）

までは年４．００％とする。

額面５０，０００，０００円につき金５０，０００，０００円

額面５０，０００，０００円につき金５０，０００，０００円

①

　

本社債の元金は ２０２７年７月３１日（以下「償還期

　　

日」 という。） に全額償還する。 当該日が銀行休業

　

日に当たるときは、 償還期日は前銀行営業日にこれ

　

を繰り上げる。

②

　

当社は発行日の翌日以降何時でも本社債元金に経過

　

利息を付して本社債を買入消却することができる。

利息は発行日 （２０１８年７月２６日）の翌日（同日を含

む。） から償還期日までこれをつけ、 毎年１２月２０日及

び６月２０日の年２回並びに償還期日に、 直前の利払日

の翌日 （第１回の利払日については、 発行日の翌日）

（同日を含む。） から当該利払日 （最終回については償

還期日）（同日を含む。） までの経過分 （１年を３６５日と

し、 実日数にて計算する。） を支払う。 当該利払日が銀

行休業日に当たるときは、当該利払日は前銀行営業日に

これを繰り上げ、当該繰り上げ後の利払日 （同日を含

む。） までの利息をつける。 また、 上記の期間に満たざ

る期間の経過利息を支払う場合も同様に経過分の実日数

をもって計算する。 ある社債権者に支払う利息の計算に

おいて、 合計額に１円未満の端数があるときは、 これを

切り捨てる。

発行会社は、本社債の元金、利息その他金銭の支払義務

の履行を怠ったときは、 その未払額に加えて、 各利払期

日又は償還期日の翌日（同日を含む。）から当該未払額

の完済日 （同日を含む。） までの期間につき、 年６．０％の

遅延損害金を社債権者に対して支払う。 なお、 遅延損害

金は１年を３６５日とし、 実日数にて計算し、 合計額に１



円未満の端数があるときは、 これを・切り捨てる。

１０．期限の利益喪失事由

　　　　　　　　　　　

発行会社は、 以下の事由が発生した場合には、 社債権者

　　　　　　　　　　　　　　　　　

からの通知又は催告なく、 本社債の全額につき当然に期

　　　　　　　　　　　　　　　　　

限の利益 を喪 失 する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）発行会社が、 支払不能、 支払停止若しくは債務超

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

過に陥り、 又は手形交換所の取引停止処分を受けた

　　　　　　　　　　　　　　　　　

と き。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）発行会社につき、法的整理手続の開始の申立てが

　　　　　　　　　　　　　　　　　

あ っ た と き。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３）発行会社の有する預金その他の資産について差

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

押、 公租・公課の滞納処分、 又は競売手続が開始

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

し た と き。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（４）発行会社の有する預金その他の資産について仮

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

差押、 仮処分、 又は保全差押が開始され、２０営業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

日以 内 に解消 しな いと き。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ト
（５）発行会社につき、私的整理の開始に係る一部若し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

くは全部の債権者に対する通知が発送された場

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

合、 事業の閉鎖が行われた場合、 又は解散を決定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

する株主総会決議若しくは裁判所の判決 ｏ命令が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

なさ れた とき。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（６）発行会社に本契約上、 重大な違反があったとき。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（７）発行会社が、各利払期日その他本要項に基づき金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

銭の支払を行うべき日における本社債に係る元利

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

金の支払その他金銭債務の履行を怠り、１０営業日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以内 に かかる 義 務が履 行 さ れないと き。

１１．中途解約

　　　　　　　　　　　　　　　

社債権者は、 償還期日前に所有する社債を解約換金する

ことができない。

１２，第三者譲渡の方法及び譲渡制限

　　　　　

社債権者は、 満期前に所有する全部を一括して譲渡する

以外の方法によって譲渡することは禁止されている。

１３．払 込期 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　

２０１８年 ７

　

月 ２６

　

日

１４，振込銀行

　　　　　　　　　　　　　　　

三井住友銀行

　

新橋支店（２１６）

普通預金

　

口座番号 ２１７７２１７

口座名義人 株式会社しんわ



１５申 込み取扱い場所

　　　　　　　　　　　　

福岡県福岡市中央区天神 丁目１４番１６号

福岡三栄ビル４階

株式会社 しんわ

１６．社債管理者

　　　　　　　　　　　　　　

本社債は、 会社法 （平成１７年法律第８６号。 その後の改

　　　　　　　　　　　　　　　　

正 を含 む。） 第 ７０２ 条ただし書の要件を充たすものであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

り、本社債の管理を行う社債管理者は設置されていない。

１７．有価証券届出の免除

　　　　　　　　　　　

本社債の発行に係る取得の申込みの勧誘が金融商品取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　

法第２条第３頂第２号ハに規定する少人数向け勧誘に

　　　　　　　　　　　　　　　　　

該当することにより、 本社債の取得の申込みの勧誘に関

　　　　　　　　　　　　　　　　　

し、 金融商品取引法第４条第１項の規定による届出は行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

わ れて い な い。

１８．本社債を譲渡する際の告知義務

　　　　　

本社債を取得した者が、 その取得した本社債を他の者に

　　　　　　　　　　　　　　　　　

譲渡する場合には、当該他の者に対して、以下（１）及び（２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

に掲げる事項を告知し、 当該告知事項を記載した書面を

　　　　　　　　　　　　　　　　　

予 め 又は同 時 に交 付す るも のと す る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）本社債の発行に係る取得の申込みの勧誘に関して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

は、金融商品取引法第２条第３頂第２号ハに該当す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ることにより金融商品取引法第４条第１項による届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

出が行 わ れて いな いこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２） 本社債は、 社債権者が満期前に所有する全部を－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

括して譲渡する以外の方法によって譲渡すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

が禁止 さ れて いる こ と。

１９．保証

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

保証人は、 本社債に係る債務の支払を保証する。


